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(57)【要約】
【課題】本発明は、構成の簡易化や製品歩留まりの向上
を図ることができる転写装置、転写方法、転写体、及び
有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法を
提供する。
【解決手段】レーザ発振手段と、前記レーザ発振手段か
ら放射されたレーザ光の強度分布を制御する第１の強度
分布制御手段と、を備え、前記第１の強度分布制御手段
は、転写膜を有する転写体に対する照射範囲の中央部分
を照射する前記レーザ光を透過させる第１の透過部と、
前記照射範囲の周縁部分を照射する前記レーザ光を透過
させる第２の透過部と、を有し、前記第２の透過部の透
過率は、前記第１の透過部の透過率よりも相対的に高い
こと、を特徴とする転写装置が提供される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザ発振手段と、
　前記レーザ発振手段から放射されたレーザ光の強度分布を制御する第１の強度分布制御
手段と、
　を備え、
　前記第１の強度分布制御手段は、転写膜を有する転写体に対する照射範囲の中央部分を
照射する前記レーザ光を透過させる第１の透過部と、前記照射範囲の周縁部分を照射する
前記レーザ光を透過させる第２の透過部と、を有し、
　前記第２の透過部の透過率は、前記第１の透過部の透過率よりも相対的に高いこと、を
特徴とする転写装置。
【請求項２】
　レーザ発振手段と、
　前記レーザ発振手段から放射されたレーザ光の強度分布を制御する第２の強度分布制御
手段と、
　を備え、
　第２の強度分布制御手段は、前記レーザ光を透過させる開口部を有し、
　前記開口部の周縁部分における前記レーザ光の回折と干渉とにより、前記開口部の中央
部分における前記レーザ光の強度よりも相対的に強いレーザ光が形成されること、を特徴
とする転写装置。
【請求項３】
　転写膜を有する転写体を被処理物に対向させて載置し、
　前記転写体にレーザ光を照射して前記被処理物に前記転写膜を転写させる転写方法であ
って、
　請求項１または２に記載の転写装置を用いて、前記転写体に対する照射範囲の周縁部分
におけるレーザ光の強度が前記照射範囲の中央部分におけるレーザ光の強度よりも高くな
るようにレーザ光を照射すること、を特徴とする転写方法。
【請求項４】
　基材と、
　前記基材の一方の主面に設けられた転写膜と、
　前記基材のレーザ光の照射範囲の外側に設けられた通気手段と、
　を備えたことを特徴とする転写体。
【請求項５】
　被処理物に対向させて請求項４記載の転写体を載置し、
　前記転写体を前記被処理物に密着させる際に前記転写体の基材に設けられた通気手段を
介して混入した気体を排出し、
　前記転写体に対する照射範囲の周縁部分におけるレーザ光の強度が前記照射範囲の中央
部分におけるレーザ光の強度よりも高くなるように、前記転写体に前記レーザ光を照射す
ること、を特徴とする有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法。
【請求項６】
　請求項１または２に記載の転写装置を用いて、前記転写体に前記レーザ光を照射するこ
と、を特徴とする請求項５記載の有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法。
【請求項７】
　前記転写体を前記被処理物から剥離し、
　前記転写体から転写された転写膜の検査を行い、
　前記検査における不良部分にレーザ光を照射することで前記不良部分を除去し、
　前記除去された部分に前記転写膜を転写すること、を特徴とする請求項５または６に記
載の有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、転写装置、転写方法、転写体、及び有機エレクトロルミネセンスディスプレ
イの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機材料のエレクトロルミネセンス（Electroluminescence）を利用した有機ＥＬ（Ele
ctroluminescence）素子は、低電圧直流駆動による高輝度発光が可能な発光素子として注
目されている。　　　
　このような有機ＥＬ素子を用いた有機エレクトロルミネセンスディスプレイ（以下、有
機ＥＬディスプレイと称する）は、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）各色に発光する有機発
光材料からなる発光層を、発光素子毎にパターン形成することで製造されている。
【０００３】
　このパターン形成方法の一つとして、熱エネルギーを用いた転写法、すなわち熱転写法
が提案されている。そして、熱転写法における熱エネルギー源としてレーザ光源を用いる
技術が知られており、レーザ光強度の変動にともなう転写幅の変動を抑制したり、照射範
囲内の温度分布を均一化したりするためにレーザ光の強度分布を制御する技術が提案され
ている（特許文献１を参照）。
【０００４】
　この特許文献１に開示がされた技術によれば、転写の寸法精度を向上させたり、照射対
象である転写膜の温度分布を均一化させたりすることができる。しかしながら、照射範囲
の周縁部分（エッジ部分）における切断に関する考慮がされておらず、転写不良や転写膜
の損傷が発生するおそれがあった。
【０００５】
　そのため、照射範囲の周縁部分（エッジ部分）に高い強度のレーザ光を照射することで
、転写膜の損傷を抑制する技術が提案されている（特許文献２を参照）。　　　
　しかしながら、特許文献２に開示がされた技術によれば、光学レンズを有するマスクを
用いて照射範囲の周縁部分（エッジ部分）に高い強度のレーザ光を照射する必要があるた
め、転写装置の複雑化、高コスト化を招くおそれがあった。　　
　また、転写膜が設けられた基材とガラス基板とを貼り合わせる際に気体が混入すること
や、転写不良が発生した際の対処に関しても考慮がされていなかった。そのため、製品歩
留まりの向上などにも課題を残していた。
【特許文献１】特開２００３－２５７６４１号公報
【特許文献２】特開２００６－９３０７７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、構成の簡易化や製品歩留まりの向上を図ることができる転写装置、転写方法
、転写体、及び有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様によれば、レーザ発振手段と、前記レーザ発振手段から放射されたレー
ザ光の強度分布を制御する第１の強度分布制御手段と、を備え、前記第１の強度分布制御
手段は、転写膜を有する転写体に対する照射範囲の中央部分を照射する前記レーザ光を透
過させる第１の透過部と、前記照射範囲の周縁部分を照射する前記レーザ光を透過させる
第２の透過部と、を有し、前記第２の透過部の透過率は、前記第１の透過部の透過率より
も相対的に高いこと、を特徴とする転写装置が提供される。
【０００８】
　また、本発明の他の一態様によれば、レーザ発振手段と、前記レーザ発振手段から放射
されたレーザ光の強度分布を制御する第２の強度分布制御手段と、を備え、第２の強度分
布制御手段は、前記レーザ光を透過させる開口部を有し、前記開口部の周縁部分における
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前記レーザ光の回折と干渉とにより、前記開口部の中央部分における前記レーザ光の強度
よりも相対的に強いレーザ光が形成されること、を特徴とする転写装置が提供される。
【０００９】
　また、本発明の他の一態様によれば、転写膜を有する転写体を被処理物に対向させて載
置し、前記転写体にレーザ光を照射して前記被処理物に前記転写膜を転写させる転写方法
であって、上記のいずれかに記載の転写装置を用いて、前記転写体に対する照射範囲の周
縁部分におけるレーザ光の強度が前記照射範囲の中央部分におけるレーザ光の強度よりも
高くなるようにレーザ光を照射すること、を特徴とする転写方法が提供される。
【００１０】
　また、本発明の他の一態様によれば、基材と、前記基材の一方の主面に設けられた転写
膜と、前記基材のレーザ光の照射範囲の外側に設けられた通気手段と、を備えたことを特
徴とする転写体が提供される。
【００１１】
　また、本発明の他の一態様によれば、被処理物に対向させて上記の転写体を載置し、前
記転写体を前記被処理物に密着させる際に前記転写体の基材に設けられた通気手段を介し
て混入した気体を排出し、前記転写体に対する照射範囲の周縁部分におけるレーザ光の強
度が前記照射範囲の中央部分におけるレーザ光の強度よりも高くなるように、前記転写体
に前記レーザ光を照射すること、を特徴とする有機エレクトロルミネセンスディスプレイ
の製造方法が提供される。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、構成の簡易化や製品歩留まりの向上を図ることができる転写装置、転
写方法、転写体、及び有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法が提供される
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、図面を参照しつつ、本発明の実施の形態について例示をする。なお、各図面中、
同様の構成要素には同一の符号を付して詳細な説明は適宜省略する。　　　
　図１は、第１の実施の形態に係る転写装置を例示するための模式図である。　　
　図１に示すように、転写装置１には、レーザ発振手段２、結像光学手段３、強度分布制
御手段４、移動手段５、レーザ制御手段６が設けられている。
【００１４】
　レーザ発振手段２は、例えば、半導体レーザ光やＹＡＧレーザ光などを発振可能なもの
とすることができる。ただし、これらに限定されるわけではなく、適宜変更することがで
きる。　　　
　結像光学手段３には、レーザ発振手段２から出射されたレーザ光Ｌを集光させるための
図示しない集光レンズ、光路を変更させるための図示しない反射ミラーなどを設けること
ができる。そして、結像光学手段３を介することで、マスク上（例えば、強度分布制御手
段４上）のパターン形状をレーザ照射面（例えば、転写体１０上）に結像させることがで
きるようになっている。
【００１５】
　移動手段５は、例えば、ＸＹテーブルとすることができ、上面に載置された被処理物１
００（例えば、アクセプタ基板）を水平面内において移動させることができるようになっ
ている。また、被処理物１００を載置する面には図示しない保持手段が設けられ、載置さ
れた被処理物１００を保持することができるようになっている。図示しない保持手段とし
ては、例えば、静電チャックなどを例示することができる。また、対向する転写体１０と
被処理物１００との相互の位置がずれないように周縁を保持する手段を設けるようにする
こともできる。
【００１６】
　なお、被処理物１００への照射位置を変化させる移動手段として、被処理物１００側を
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移動させる移動手段５を例示したが、レーザ光Ｌの出射側（例えば、レーザ発振手段２、
結像光学手段３、強度分布制御手段４）を移動させる移動手段とすることもできる。
【００１７】
　レーザ制御手段６は、移動手段５の移動に同期させて、レーザ発振手段２をオン・オフ
駆動（パルス駆動）する。そして、被処理物１００の任意の位置に所望のタイミングでレ
ーザビームＬを照射することができるようになっている。　　
　なお、マスクなど（例えば、強度分布制御手段４）を介してレーザ光を照射する場合に
は、照射が不要な部分をマスクなどにより遮蔽することができるので、必ずしもパルス駆
動とする必要はない。例えば、マスク上（強度分布制御手段４上）に連続照射することも
できる。ただし、パルス駆動とすればエネルギーのロスを抑制することができる。
【００１８】
　強度分布制御手段４は、レーザ発振手段２から放射されたレーザ光Ｌの強度分布を制御
する。　　　　
　ここで、レーザ光Ｌの強度分布制御を例示する前に、レーザ光Ｌの強度分布と転写との
関係を説明する。　　　　
　図２は、レーザ光の強度分布と転写との関係を例示するための模式図である。なお、図
２（ａ）は転写の様子を例示するための模式断面図、図２（ｂ）はレーザ光の強度分布を
例示するための模式グラフ図、図２（ｃ）は転写不良となった場合の様子を例示するため
の模式断面図である。
【００１９】
　図２（ａ）に示すように、有機発光材料からなる発光層を発光素子毎にパターン形成さ
せる場合には、アノード電極１０１が形成された被処理物１００（例えば、アクセプタ基
板）に対向させて転写体１０（例えば、ドナー基板）が載置、密着される。　　　
　被処理物１００のガラス基板１０２の主面には、アノード電極１０１と隔壁１０３とが
設けられている。隔壁１０３は格子状を呈し、各アノード電極１０１を囲むことで画素領
域を形成するとともに各画素間における電気的な短絡を防止している。
【００２０】
　転写体１０の基材１１の主面には転写膜１２が設けられている。転写膜１２には少なく
とも有機発光材料からなる発光層が含まれている。また、基材１１にはレーザ光Ｌの光エ
ネルギーを熱エネルギーに変換させるための図示しない光－熱変換層が設けられている。
なお、発光層の他にも正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層、電子注入層などを含むこと
もできる。また、アノード電極１０１と対をなすカソード電極を発光層などとともに設け
るようにすることもできる。
【００２１】
　レーザ光Ｌを用いた熱転写法（Laser Induced Thermal Imaging）により、転写膜１２
を転写させる場合には、転写体１０の所定領域（照射範囲）にレーザ光Ｌが照射される。
照射されたレーザ光Ｌの光エネルギーは、基材１１に設けられた図示しない光－熱変換層
に吸収されて熱エネルギーに変換される。この熱エネルギーにより転写膜１２が基材１１
から離脱して、隔壁１０３により画されたアノード電極１０１上に転写される。
【００２２】
　ここで、転写膜１２の結合を切断するのに必要なエネルギーは、転写膜１２を基材１１
から引き離すのに必要なエネルギーよりも高くなる。ところが、一般的には、レーザ光Ｌ
の強度分布は図２（ｂ）に示すように端部近傍（照射範囲の周縁部分）で弱くなる傾向が
ある。そのため、転写膜１２の結合を切断する部分におけるエネルギーがかえって低下し
てしまい、図２（ｃ）のＡ部に示すように、切断不良（転写不良）が発生する場合がある
。
【００２３】
　この場合、レーザ光Ｌのエネルギー自体を高めるようにすれば、切断不良（転写不良）
を抑制することができる。しかしながら、レーザ光Ｌのエネルギーを高くしすぎると、転
写膜１２が損傷したり、転写された転写膜１２の品質が低下したりするおそれがある。
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【００２４】
　そのため、転写膜１２の結合を切断する部分（照射範囲の周縁部分）におけるレーザ光
強度を高めるようにすれば、転写膜１２の損傷や品質の低下を抑制しつつ切断不良（転写
不良）の発生を抑制することができる。
【００２５】
　この場合、特許文献２に開示がされた技術を用いれば、転写膜１２の結合を切断する部
分（照射範囲の周縁部分）におけるレーザ光強度を高めることができる。しかしながら、
レーザ光強度を高めるための光学レンズが必要となり転写装置の複雑化、高コスト化を招
くおそれがある。また、画素の細緻化が進む傾向にあるため、これに対応するための光学
レンズの設計や製造が困難となるおそれもある。
【００２６】
　次に、図１に示した強度分布制御手段４についてさらに例示をする。　　　
　図３は、強度分布制御手段を例示するための模式図である。なお、図３（ａ）は強度分
布制御手段を例示するための模式断面図、図３（ｂ）はレーザ光の強度分布を例示するた
めの模式グラフ図である。　　　
　図３（ａ）に示すように、強度分布制御手段４ａには、レーザ光Ｌを遮光する遮光部１
３、レーザ光Ｌを透過させる透過部１４、透過部１５が設けられている。遮光部１３は、
例えば、クロム（Ｃｒ）などの金属材料などで形成させることができる。また、透過部１
４、透過部１５は、レーザ光の透過を制御できるように半透光性の材料で形成させること
ができる。半透光性の材料としては、例えば、金属と珪素とを含有する金属シリサイド系
の材料（例えば、モリブデンシリサイド（ＭｏＳｉ）、タンタルシリサイド（ＴａＳｉ）
、チタンシリサイド（ＴｉＳｉ）、タングステンシリサイド（ＷＳｉ）など）などを例示
することができる。ただし、これらに例示をした材料に限定されるわけではなく適宜変更
することができる。
【００２７】
　この場合、透過部１５の透過率は透過部１４の透過率よりも高くなるように設定されて
いる。また、透過率の低い透過部１４は照射範囲の中央部分に設けられ、透過率の高い透
過部１５は照射範囲の周縁部に設けられている。すなわち、強度分布制御手段４ａには、
転写体１０に対する照射範囲の中央部分を照射するレーザ光を透過させる透過部１４と、
照射範囲の周縁部分を照射するレーザ光を透過させる透過部１５と、が設けられ、透過部
１５の透過率が、透過部１４の透過率よりも高くなるようになっている。そのため、照射
範囲の中央部分を透過するレーザ光Ｌａの強度よりも周縁部分を透過するレーザ光Ｌｂの
強度を高くすることができる。その結果、図３（ｂ）に示すように転写膜１２の結合を切
断する部分（照射範囲の周縁部分）におけるレーザ光強度を高めることができる。
【００２８】
　なお、半透光性の材料の透過率を変えることで転写膜１２の結合を切断する部分（照射
範囲の周縁部分）におけるレーザ光強度を高める場合を例示したがこれに限定されるわけ
ではない。照射範囲におけるレーザ光の透過率が部分的に制御できればよい。例えば、複
数の微細なスリットを設けて透過するレーザ光の一部を遮ることでレーザ光の透過率を制
御するようにしてもよいし、これと前述した半透光性の材料で形成された透過部とを組み
合わせても良い。
【００２９】
　図４は、他の実施の形態に係る強度分布制御手段を例示するための模式図である。なお
、図４（ａ）は強度分布制御手段を例示するための模式断面図、図４（ｂ）はレーザ光の
強度分布を例示するための模式グラフ図である。　　　
　図４（ａ）に示すように、強度分布制御手段４ｂには、レーザ光Ｌを遮光する遮光部１
３、レーザ光Ｌを透過させる透過部１６が設けられている。遮光部１３は、例えば、クロ
ム（Ｃｒ）などの金属材料などで形成させることができる。
【００３０】
　透過部１６は、レーザ光Ｌを透過させる開口部とされている。そのため、透過部１６の
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周縁部分においては透過するレーザ光が回折により拡がるとともに干渉を生ずることで強
度が高められる部分Ｌｃが生じる。すなわち、強度分布制御手段４ｂには、レーザ光Ｌを
透過させる開口部が設けられ、開口部の周縁部分におけるレーザ光Ｌの回折と干渉とによ
り、開口部の中央部分におけるレーザ光Ｌの強度よりも相対的に強いレーザ光Ｌｃが形成
される。そのため、図４（ｂ）に示すように転写膜１２の結合を切断する部分（照射範囲
の周縁部分）におけるレーザ光強度を高めることができる。
【００３１】
　この場合、強度が高められる部分Ｌｃのレーザ光強度は、透過部１６の開口寸法、透過
部１６から転写膜１２までの寸法などの影響を受ける。そのため、透過部１６の開口寸法
などを適宜変更するようにすれば、強度が高められる部分Ｌｃのレーザ光強度を制御する
ことができる。また、転写膜１２の結合の切断は熱エネルギーにより行われることになる
ため、基材１１における熱拡散の影響を設ける。そのため、基材１１の材質や厚み寸法な
どを考慮して透過部１６の開口寸法を決定するようにすることが好ましい。　　　　
　以上例示をしたように、本実施の形態に係る転写装置によれば、転写膜の結合を切断す
る部分（照射範囲の周縁部分）におけるレーザ光強度を高めることができるので、転写膜
の損傷や品質の低下を抑制しつつ切断不良（転写不良）の発生を抑制することができる。
【００３２】
　また、強度分布制御手段の構成を簡素化することができるので、転写装置が複雑化した
り高コスト化したりすることを抑制することができる。また、強度分布制御手段の設計や
製造の容易化を図ることもできるので、画素の細緻化などにも柔軟に対応することができ
る。
【００３３】
　次に、本実施の形態に係る転写体について例示をする。　　
　図５は、第２の実施の形態に係る転写体について例示をするための模式図である。なお
、図５（ａ）は転写体の模式平面図、図５（ｂ）は転写体を被処理物に載置、密着させた
場合を例示をするための模式断面図である。
【００３４】
　図６は、気体の混入を例示するための模式図である。なお、図６（ａ）は気体の混入を
例示するための模式断面図、図６（ｂ）は気体の混入による転写不良を例示するための模
式断面図である。　　　
　まず、図６に例示をする気体の混入について説明をする。　　　　
　図６（ａ）に示すように、転写体１０を被処理物１００（例えば、アクセプタ基板）に
載置、密着させた場合、すなわち転写体１０を被処理物１００に貼り付けた場合、転写体
１０と被処理物１００との間に気体（例えば、空気など）が巻き込まれ画素領域に気泡１
７が生ずる場合がある。　　
　この場合、気泡１７が存在する状態でレーザ光Ｌが照射され転写膜１２の転写が行われ
ると、図６（ｂ）に示すように転写膜１２が湾曲するようにして転写されたり、切断不良
が発生するなどして転写不良となるおそれがある。
【００３５】
　そのため、本実施の形態に係る転写体１８は、レーザ光の照射範囲の外側（画素領域２
０の外側）に通気手段１９を設けることで、混入した気体を逃がすことができるようにな
っている。
【００３６】
　図５（ａ）に示すように、転写体１８には、基材１１ａと、基材１１ａの一方の主面に
設けられた転写膜１２と、通気手段１９と、が設けられている。通気手段１９は、例えば
、基材１１ａの厚み方向を貫通する孔とすることができる。また、通気手段１９は少なく
とも基材１１ａに設けられていればよいが、基材１１ａと転写膜１２とに設けられていれ
ば混入した気体を逃がすことが容易となる。また、通気手段１９はレーザ光の照射範囲の
外側（画素領域２０の外側）に略均等に設けるようにすることができる。
【００３７】
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　また、図５（ｂ）に示すように、通気手段１９の断面の一部が画素領域２０に面し、一
部が隔壁１０３に面するように設けられることが好ましい。そのようにすれば、転写体１
８の強度の低下を抑制しつつ、混入した気体を逃がすことが容易となる。
【００３８】
　本実施の形態によれば、転写体１８を被処理物１００に貼り付ける際に、転写体１８と
被処理物１００との間に気体が巻き込まれ画素領域に気泡１７が生じた場合であっても、
気体を容易に逃がすことができる。また、転写体１８を被処理物１００に貼り付ける際に
は、密着性を高めるためにローラなどで転写体１８を加圧する場合が多いので、混入した
気体をさらに容易に逃がすことができる。そのため、転写不良を抑制することができ、製
品の歩留まりを向上させることができる。
【００３９】
　次に、本実施の形態に係る転写方法について例示をする。　　　　
　図７は、第３の実施の形態に係る転写方法を例示するためのフローチャートである。　
　まず、アノード電極が形成された被処理物（アクセプタ基板）に対向させて転写膜を有
する転写体（ドナー基板）を載置し、密着させる（ステップＳ１）。　　　
　この際、前述した通気手段が設けられた転写体を用いるものとすれば、転写体と被処理
物との間に気体が巻き込まれたとしても、転写体を被処理物に密着させる際に転写体の基
材に設けられた通気手段を介して混入した気体を排出させることができる。そのため、転
写不良を抑制することができる。
【００４０】
　次に、転写体の照射範囲にレーザ光Ｌを照射することで、転写膜を基材から離脱させて
、アノード電極上に転写させる（ステップＳ２）。　　　
　この際、前述した強度分布制御手段（転写装置）を用いるものとすれば、転写膜の結合
を切断する部分（照射範囲の周縁部分）におけるレーザ光強度を高めることができるので
、転写膜の損傷や品質の低下を抑制しつつ切断不良（転写不良）が発生することを抑制す
ることができる。すなわち、転写体に対する照射範囲の周縁部分におけるレーザ光の強度
が照射範囲の中央部分におけるレーザ光の強度よりも高くなるようにレーザ光を照射する
ことができるので、転写膜の損傷や品質の低下を抑制しつつ切断不良（転写不良）が発生
することを抑制することができる。　　　　　
　以上で被処理物（アクセプタ基板）への転写を終了させることができる。
【００４１】
　次に、転写体を被処理物（アクセプタ基板）から剥離する（ステップＳ３）。　　
　このようにして転写された転写部分の検査は、一般的には転写部分を気密封止した後に
行われる。そして、転写部分の検査において転写不良などの不良部分が発見された場合に
は、レーザ光を不良部分の電極に照射して、その部分の電極を溶解・蒸発させるようにし
ている。しかしながら、このようなリペア処理を施しても不良となった箇所をいわゆる滅
点処理するだけであり、正常な発光機能を回復させることができるわけではない。そのた
め、正常な発光機能を回復させることができるようなリペア処理が望まれていた。
【００４２】
　そこで、本実施の形態においては、転写体を被処理物（アクセプタ基板）から剥離させ
た後に転写不良の検査を行うことで不良箇所を特定し、その部分を清浄化処理した後に再
度転写を行うようにしている。このようなリペア処理は必ずしも必要ではないが、転写不
良の箇所の発光機能を回復させることができれば被処理物（アクセプタ基板）が用いられ
る製品（例えば、有機エレクトロルミネセンスディスプレイ）の品質、機能の向上を図る
ことができる。
【００４３】
　図８は、本実施の形態に係るリペア処理を例示するための模式工程図である。　　　
　図８（ａ）に示すように、転写体を被処理物（アクセプタ基板）から剥離した後に、転
写部分の検査を行う（ステップＳ４）。すなわち、転写体を被処理物（アクセプタ基板）
から剥離した後に、転写体から転写された転写膜の検査を行う。　　　
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　転写部分の検査には、画像処理法を用いることができる。例えば、ＣＣＤ(charge coup
led device)カメラ２１などにより転写部分を撮像し、そのデータを解析することで転写
不良の判定を行うことができる。
【００４４】
　転写部分の検査において転写不良部分１２ａが見つかった場合には、図８（ｂ）に示す
ように清浄化処理を行う（ステップＳ５）。　　　
　清浄化処理には、レーザ光Ｌを照射することで転写不良部分１２ａを溶解・蒸発させる
ようなものを例示することができる。すなわち、検査における不良部分にレーザ光を照射
することで不良部分を除去する。
【００４５】
　この清浄化処理が終了した後には図８（ｃ）に示すように、前述したステップＳ１の戻
り、清浄化処理を行った部分（除去された部分）のみに再度転写を行う（ステップＳ６）
。
【００４６】
　本実施の形態によれば、転写不良部分をリペア処理することで正常な発光機能を回復さ
せることができる。また、転写とリペア処理とを一体的な工程とすれば生産性の向上、製
品歩留まりの向上を図ることができる。
【００４７】
　次に、本実施の形態に係る有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法につい
て例示をする。　　
　有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造工程は、アノード電極や隔壁などが設
けられたアクセプタ基板を形成する工程、アクセプタ基板に転写体（ドナー基板）を載置
、密着させてレーザ光を照射することで転写を行う転写工程、フリットからなる封止部を
有する封止基板を形成する工程、アクセプタ基板と封止基板とを重ね合わせフリットにレ
ーザを照射することで封止を行う封止工程などからなる。　　　
　ここで、前述した本実施の形態に係る転写装置、転写方法、転写体、リペア処理などは
転写工程おいて用いることができる。なお、前述した本実施の形態に係る転写装置、転写
方法、転写体、リペア処理以外のものは、既知の各工程の技術を適用することができるの
で、それらの説明は省略する。　　　　
　本実施の形態に係る有機エレクトロルミネセンスディスプレイの製造方法によれば、転
写不良の抑制、品質の向上、製品の歩留まりの向上、生産性の向上などを図ることができ
る。
【００４８】
　以上、本実施の形態について例示をした。しかし、本発明はこれらの記述に限定される
ものではない。　　　　
　前述の実施の形態に関して、当業者が適宜設計変更を加えたものも、本発明の特徴を備
えている限り、本発明の範囲に包含される。　
　例えば、転写体、転写装置、有機エレクトロルミネセンスディスプレイなどが備える各
要素の形状、寸法、材質、配置などは、例示したものに限定されるわけではなく適宜変更
することができる。　
　また、前述した各実施の形態が備える各要素は、可能な限りにおいて組み合わせること
ができ、これらを組み合わせたものも本発明の特徴を含む限り本発明の範囲に包含される
。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】第１の実施の形態に係る転写装置を例示するための模式図である。
【図２】レーザ光の強度分布と転写との関係を例示するための模式図である。
【図３】強度分布制御手段を例示するための模式図である。
【図４】他の実施の形態に係る強度分布制御手段を例示するための模式図である。
【図５】第２の実施の形態に係る転写体について例示をするための模式図である。
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【図６】気体の混入を例示するための模式図である。
【図７】第３の実施の形態に係る転写方法を例示するためのフローチャートである。
【図８】本実施の形態に係るリペア処理を例示するための模式工程図である。
【符号の説明】
【００５０】
　１　転写装置、２　レーザ発振手段、３　結像光学手段、４　強度分布制御手段、４ａ
　強度分布制御手段、４ｂ　強度分布制御手段、５　移動手段、６　レーザ制御手段、１
０　転写体、１１　基材、１１ａ　基材、１２　転写膜、１３　遮光部、１４　透過部、
１５　透過部、１６　透過部、１８　転写体、１９　通気手段、１００　被処理物、１０
１　アノード電極、１０２　ガラス基板、１０３　隔壁、Ｌ　レーザ光、Ｌａ　レーザ光
、Ｌｂ　レーザ光

【図１】 【図２】
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要解决的问题：提供：一种简化结构和提高产品产量的转移装置;转移方
法;转移机构;以及制造有机电致发光显示器的方法。解决方案：转移装置
包括激光振荡装置，和控制从激光振荡装置照射的激光的强度分布的第
一强度分布控制装置。第一强度分布控制装置配备有第一透射部分和第
二透射部分，第一透射部分用照射转印膜照射照射范围的中心部分照射
转印体的激光，第二透射部分用于透射照射周边部分的激光在第二透射
部分的透射率相对高于第一透射部分的透射率的范围内。 Ž
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